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広報諸費 ○ 昭和48 36 4 ○ 2,841 0 0 2,841 ○ ○ ○ △ 1,108

刊行物広報事業 ○ 昭和35 49 3 ○ 86,679 1,350 1,890 83,439 ○ ○ ○ △ 15,103

放送広報事業 ○ 昭和35 49 4 ○ 95,546 0 0 95,546 ○ ○ ○ ○ △ 491

写真映画広報事業 ○ 昭和35 49 1 ○ 5,499 0 0 5,499 ○ ○ ○ 0

4 3 0 1 12 4 0 190,565 1,350 1,890 187,325 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 1 0 0 0 1 0 1 0 3 0 0 0 0 0 △ 16,702

 財源内訳

一 般 会 計

平成２２年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）広 報 課

会計区分

課・室名

同一
カル
テに
含ま
れる
事業
数

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
22年度
予算額

事            業           名
事業
開始
年度

経
過
年
数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井元気宣言の位置付け



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

4 □ □ 昭和48 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 36 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

24,615 24,527 24,383 4,543

24,567 24,447 23,143 3,689

24,567 24,447 23,143 3,689

113 230 214 172

22 20 21 15

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

経過年数

部（庁）

事　業
開　始
年　度

県　単

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

4,211

2,841

△ 22.4%

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

広報取材に要する経費、広報課運営諸費および関西国際広報センター、日本広報協会の負担金を支出する。

［事業内容］

[予算額および指標の推移等]

２２年度

（単位：千円）

・関西国際広報センター負担金
    関西国際広報センターに参加し、国内外に本県の情報を積極的に発信していく。
・日本広報協会負担金
    社団法人日本広報協会の行う事業に参加するとともに、本県の広報、広聴活動の向上を図る。
・県政記者室業務委託

平均伸び率区　　　　　　分

[事業目的]

事      業      名

指標

見　直　し　額

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

国　庫

その他

計 画 の 達 成 状 況

活動 会員数

縮　　減 終期の見直し

△ 10.9%

関西国際広報センター(19年度以降は関西広域機構の会員数)

事業開始後の見直し状況

〕　　　＝　　　〔

継　　続 □

　時事行財政情報サービスについては、従来関係各課で負担していたが、平成１３年度か
らは広報課で一元管理し、平成１７年度からは本庁・出先全ての課が利用できるよう見直
した。平成２１年度からは業務の効率化により財務企画課に移管した。
　県政記者室の業務について、職員１名が配置されていたが、平成１４年度から外部委託
とした。
　平成１５年度に福井県広報協会を廃止した。

□

　関西国際広報センターで発行するＫＩＰＰＯニュース掲載により国内外への情報発信に取り組
んでいる。

■

完　　了

Ⅰ

Ⅳ

拡　　充□

関西国際広報センターＫＩＰＰＯニュース

特　記　事　項

□

休　　止

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

総　務 広　報

□

千　円

□

 〕　／　整備目標

△ 1,108

そ の 他廃　　止

□

□

区　　　　　　分

国　　　　　庫

予　算　額　（単位：千円）

実行予算

補 助 金

そ の 他

△ 28.2%

25.7%

△ 28.2%

　本県が社会的・経済的に国内および国際社会の中で活力ある地域として発展していくために、
関西国際広報センターに参加し積極的に本県の情報を発信していく必要がある。また、日本広報
協会についても、本県の広報活動の向上を図るうえでは必要があるため、本事業は継続してい
く。

2,841

2,841

2,841決 算 額 の 推 移

指標事業効果

の推移 県内記事掲載回数成果

平成２２年度予算額

含まれる事業数広報諸費

所属の

方　針

その他特定財源

一　般　財　源

財源内訳

[事業の評価]
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

－1－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

3 ■ ■ 昭和35 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 49 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

108,266 103,844 102,567 97,042

100,926 101,431 96,949 95,356

99,192 99,981 95,995 92,403

7 7 7 7

307,888 307,569 306,623 305,939

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

,

 〕　／　整備目標

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

見　直　し　額 △ 15,103

　新聞による広報について、１８年度から県民の関心がより高い募集や行事のお知らせを中心に
変更した。また、「小見出し」「囲み」「写真」等を使用し、よりメリハリの利いた紙面とする
ことで、より読みやすく、興味を持ってもらえるよう見直した。

完　　了休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

　適時適切な県政情報をタイムリーに県民の皆さんにお伝えするため、グラフ誌・新聞での情報
発信は必要不可欠である。

特　記　事　項

・平成９年度～　　「ふれあい県政だより（録音版）」を発行開始
・全国地域情報発信共同事業を平成１６年度廃止
・平成１６年度～　　グラフふくいの制作について、福井県広報協会の廃止に伴い民間事
業者に委託
・平成１７年度～　新聞紙面を「県からのお知らせ」に内容変更
・平成１８年度～　グラフふくいの裏表紙に広告を掲載し、広告料を徴収

□ 継　　続所属の

方　針

平成２２年度予算額

86,679

1,350

区　　　　　　分

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

の推移 発行部数成果

広報手段

指標

県の広報媒体数

■拡　　充

□

□

そ の 他

県の広報媒体の発行部数合計

□

広　報

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

経過年数

その他

事      業      名 含まれる事業数

総　務

国　庫

県　単

千　円

縮　　減 終期の見直し

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

1,890

廃　　止

□

□整理統合

□

83,439

［活動指標、成果指標に対する評価］

一　般　財　源

□

Ⅱ

事業開始後の見直し状況

Ⅲ△ 0.2%

〕　　　＝　　　〔

（単位：千円）

△ 3.7%

△ 4.2%

△ 2.3%

結果分類目標値、指標の積算根拠等

0.0%

・グラフふくい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年１２回
・福井県からのお知らせ（福井新聞・日刊県民福井　全１５段）　年２４回
・福井県からのお知らせ（中日新聞　　　　　　　　全　５段）　年２０回
・福井県からのお知らせ（朝日・読売・毎日・産経　半　５段）　年１９回
・県政だより　　　　　（福井新聞）　　　　　　　　　　　　　年１２回
・県政だより　　　　　（日刊県民福井）　　　　　　　　　　　年　３回
・ふれあい県政だより（点字版・録音版）　　　　　　　　　　　年１２回

平均伸び率

90,950

86,679

当 初 予 算 額 の 推 移

刊行物広報事業

［事業内容］

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

計 画 の 達 成 状 況

指標

区　　　　　　分

新聞、広報誌等により県民に対して県政の取り組みや県からのお知らせを広報する。

[事業目的]

[予算額および指標の推移等]

２２年度

決 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動

事業効果

－2－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

4 □ ■ 昭和35 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 49 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

107,818 111,266 105,939 99,538

107,100 110,444 102,038 99,047

106,503 102,623 101,563 98,733

8 8 8 8

8.8 8.9 6.7 7.1

35,056 26,818 38,350 19,963

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［事業内容］

・おはようふくい７３０　　　　　　　（福井放送）　　　　　　　　年４８回
・まちかど県政　　　　　　　　　　　（福井放送、福井テレビ）　　年５２回
・ほっとふくい　　　　　　　　　　　（福井テレビ）　　　　　　　年２１回
・ふくい元気通信　　　　　　　　　　（福井放送ラジオ) 　　　　年１８０回
・県政スポット　　　　　　　　　　　（福井エフエム放送）　　　　年４８回
・インターネット放送局事業
・県政だよりホームページ掲載
・携帯電話による県政情報の発信

２２年度 平均伸び率

活動 広報手段

区　　　　　　分

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

96,188

[予算額および指標の推移等]

総　務 広　報

事　業
開　始
年　度

国　庫

経過年数

指標

95,546

94,749

事      業      名

[事業目的]

テレビ、ラジオ等の放送媒体を使って、県民に対し、県政の取り組み、県からのお知らせを広報する。

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

（単位：千円）

△ 2.7%

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

△ 491

　よりわかりやすい県政情報発信のため、県の広報番組「おはようふくい７３０」に、平成１７
年１１月より「ふくいミニミニ情報」コーナーを新設。同１１月より同番組の画面の隅に天気情
報や時間を表示、一部字幕ｽｰﾊﾟｰなども挿入。より付加価値の高い番組とした。また、聴覚障害
者への対応として、１８年度から全番組で字幕放送を開始。また、インターネット放送局をユー
チューブ上でも開設するなど、よりアクセスしやすい環境を整えた。さらに、県の放送広報につ
いての認知度向上を図るため、さまざまな媒体でのＰＲを図っている。

Ⅳ

Ⅱ

Ⅲ

0.0%

所属の

方　針

平成２２年度予算額

完　　了

廃　　止

□

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

95,546

□ 終期の見直し

事業開始後の見直し状況

　適時適切な県政情報をタイムリーに県民の皆さんにお伝えするため、放送媒体を活用した情報
発信は必要不可欠である。

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

□

□

□

そ の 他□

特　記　事　項

　文字放送については、平成１１年度に日本文字放送（関東・甲信越地区）を廃止。
　平成１３年度～　福井県インターネット放送局事業開始。
　平成１５年度～　近畿府県テレビ交流事業を廃止。文字放送、地域映像情報発信事業を
廃止。
　平成１６年度～　携帯電話による県政情報の発信

[事業の評価]

△ 9.5%

おはようふくい７３０、まちかど県政、ほっとふくいの３媒体

△ 2.7%

△ 2.9%

△ 0.1%

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

県広報の媒体数

■拡　　充

継　　続

整理統合

結果分類

千　円

事業効果

の推移 平均視聴率成果

指標

95,546

区　　　　　　分

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円）

含まれる事業数放送広報事業

一　般　財　源

インターネット放送局のアクセス数

計 画 の 達 成 状 況

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

－3－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ 昭和35 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 49 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

6,536 6,536 6,536 6,536

3,807 5,633 5,693 5,475

3,617 5,633 5,693 5,474

52 52 52 52

9.0 9.7 6.5 7.8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

5,499

区　　　　　　分

財源内訳

国　　　　　庫

所属の

方　針

平成２２年度予算額

□

■

□ 整理統合

□

廃　　止

□

予　算　額　（単位：千円）

5,499

　著作権が県にある県政放送媒体を作成することにより、複数の媒体使用が可能となっている。

その他特定財源

［活動指標、成果指標に対する評価］
[事業の評価]

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

活動 テープ本数

計 画 の 達 成 状 況

指標

事業効果

の推移 成果 平均視聴率

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

テレビ番組用映像制作

□拡　　充

継　　続

結果分類

千　円

広　報

事　業
開　始
年　度

実行予算

補 助 金

そ の 他

（単位：千円）

11.4%

0.0%

12.5%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

総　務

写真映画広報事業 国　庫

法定受託事務

終期の見直し

□
　著作権が県にある唯一の広報媒体で色々なテレビ番組やインターネットで活用することによっ
てより高い効果が期待できるので、今後も継続していく。

「まちかど県政」

そ の 他

□ 縮　　減

休　　止

□

指標

完　　了

Ⅱ

Ⅲ

0.0%

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

電光ボード
　　平成１５年度～　　事業廃止
テレビ用映像制作
　　平成１４年度～　　撮影・編集に加え企画・シナリオ業務の一部を新たに委託
　　平成１５年８月～　名称変更「まちかど県政」

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

5,310

その他

県　単

・テレビ番組「まちかど県政」用映像制作  1インチテープ  年間52本

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

△ 1.7%

事      業      名

区　　　　　　分

含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

広報用の映像等を制作することを目的とする。

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等]

２２年度

6,536

5,499

－4－
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